
「誰もが住み慣れた地域で暮らすこと」を支援する
〒３８９－０４０６ 長野県 東御市 八重原２９６３

一般社団法人地域ケア総合研究所

所長 竹重 俊文

2024、6、27 茨城県地域密着型介護サービス協議会研修会

地域密着型事業所のこれからと
具体的運営対策について

～２０２４年同時改定対策と経営者・現場専門職の意識改革～

○医療＝生活に配慮 ○介護＝医療の視点
〜尊厳の保持、自立支援と重度化防止、在宅復帰・在宅療養支援の強化〜

・25年からの地域包括ケアシステムの構築＝地域連携・標準化
・「地域完結型」＝基本は「在宅」！＝地域密着型サービスが主体
・労働生産性の向上＝経営者・現場専門職の意識改革急務！
・運営：収入・支出・利益を現場（管理者・主任クラス）に示す！
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2一般社団法人地域ケア総合研究所 竹重俊文（２０１７）

社会保障制度の方向①：主な政策 竹重私見

Ⅰ：２０１５年の高齢者介護：２００３年６月報告
～高齢者の尊厳を支えるケアの確立～
①新しいケアモデルの確立：認知症ケアの標準化(特別なケアではない）

②新しいサービス体系の確立：生活の継続性を維持するため
〇在宅で３６５日２４時間切れ目のない支援＝小規模（看護）多機能型・定期巡回・GH他

〇新しい（多様な）住まい〇施設の役割を明確に地域包括ケアシステムの確立

Ⅱ：社会保障制度改革国民会議報告：２０１３年８月報告
～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～
①社会保障制度改革の方向性：「1970年代モデル」から「２１世紀（2025年）日本モデル」へ

②医療・介護分の改革： 「病院完結型」から「地域完結型」へ
③医療介護の提供体制改革：〇病床機能報告・地域医療ビジョン〇都道府県の役割強化
〇国保保険者都道府県移行〇医療法人制度・社会福祉法人制度見直し〇医療と介護
の連携と地域包括ケアシステムの構築〇財政支援：病床機能分化・連携、「地域完結型」
の医療・介護サービスに資するよう「診療報酬・介護報酬」の体系の見直し等〇医療の
在り方：医療職種の職務の見直し、チーム医療の確立等

Ⅲ：地域包括ケア研究会報告２００８年～概ね３年ごとに報告されている
参照：２０１６年５月公表：「本人の選択」が明記される。



ようやく「本人の選択」が明記された！
地域包括ケア研究会報告（２０１６年５月公表）

本人の選択：利用者からみた「一体的」なケアが求められている
つまり！病院や介護等現場の都合、家族の都合ではできなくなる
それには！本人の自覚と覚悟・自己決定 元気な時から意思表示

身近な支援
（住民主体）

地域支援
（市区町村
ＮＰＯ等）

専門的
な支援
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社会保障制度の方向③
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診断
治療 安定化

急性期

維持期・生活期回復期

診断
治療 安定化

急性期

維持期・生活期回復期

入院

入院

在宅・介護

在宅・介護

ADL

ADL

期間

期間

しかし、改善後に退院するも退院後に悪化
→ 在宅・介護も対応強化・キーワードは重度化防止

移行期・維持期・生活期
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重度化防止

退院＝治ったわけではない続きの治療が必要である。特に注意して
対応すべき点は何かを、医療から介護に伝える重要性



介護保険制度創設２０年！＝医療も大きく変わる
大きく転換 「結果重視」への報酬体系へ

一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２２ 6

予測される方向

●２０１８年改定は
医療はアウトカム評価
結果の報酬へ
介護一部アウトカム評価
老健：リハビリ施設へ
大転換
５段階報酬１０項目指標
通所系維持・改善へ

●２０２１年改定
科学的介護＝LIFE導入
〇アセスメント＝現場主体
長期・短期目標現場から
提案＝リハ職中心にリハ・
看護・介護計画＝キャリア
段位制度活用＝介護職の
レベルアップ急務

●２０２４年改定以降
維持改善を評価する
月額包括報酬制へ
PDCAサイクルで支援必須
●２０２７年改定以降
維持・改善事業所の公表？
質の高い事業所が生き残る



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

2040年に向けた新たな時代へ
人口減少・少子・高齢・多死社会の時代に向けた取り組み

～ 長野圏域の地域包括ケアシステムへの取り組み ～

今までの経営方針を見直しましょう
現場は今までのやり方を変えましょう

根拠に基づいた支援（介護・看護・リハ・ケアプラン・事務等）

目指すは地域の標準化ですよ！
2017年社会医療連携推進法人制度創設
2022年社会福祉連携推進法人制度創設

（参考）
ダウインの進化論からの引用

その時代の変化に対応できる法人・事業所・専門職が生き残る
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参加者へのお願い
経営者も現場も意識を変えましょう



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

１、診療報酬
①「生活の場」へ帰す努力を！ ＝情報提供（ケアマネ・リハ職）
②目的のあるリハビリテーション＝「生活リハ」へつなげる
③術後速やかにリハビリテーション
④入院後：定期的に病院に関わる（小規模は１か月算定可能）
⑤退院の方向になったら 家族と病院へ同席する！
○病院からの問い合わせは速やかに（ケアマネ・看護等）出向く

２，介護報酬
①医療的知識・コミュニケーション力を高める
②利用者の入院中関わる・退院の方向になったら家族と出向く
③看護師・リハ職等の配置・地域連携は必須＝独自の処遇・評価
病院・クリニックとの人間関係構築＝地域マネジメント職育成

④介護職の医療的ケアを評価：准看・喀痰吸引等資格評価
処遇改善の活用（６月１日一本化時見直す）
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改定の基本
医療は「生活」に配慮を・介護は「医療の視点」を



栄 養

リハビリ、栄養、⼝腔の取組は⼀体となって運⽤されることで、
より効果的な重度化予防につながる

・筋⼒・持久⼒の向上

・活動量に応じた適切な
栄養摂取量の調整
・低栄養の予防・改善

・口腔・嚥下機能の維持
改善
・⼝腔衛⽣や全⾝管理に

よる誤嚥性肺炎の予防

LIFE（根拠に基づいたケア）へ

2021年介護報酬改定の基本的な視点（重度化防止）

リハビリ

口腔・嚥下

9
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一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●同時改定について

今回の改定を乗り切るレベルは？
「A ・ B ・ C ・ D」 大学の評価ランクの

「C」 です(合格:ついていくレベル） 「D」 は落第！

「改定の目標」は2040年！
2040年に向かって生き残るには
「C」ランクではなく Bランク・・更にはAランクを目指す

つまり、 先を読む力 (竹重私見）
Aランクの経営者は先を読む 2030年以降地域の標準化
Bランクの経営者は 2027年改定・2030年同時改定を読む
Cランクの経営者は 改定に何とかついていく その先は？
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今回の２０２４年同時改定！について
慶応義塾大学名誉教授 田中 滋氏の話から



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

１，２０２４年同時改定に向けた 主な報告
①2003年：2015年の高齢者介護報告 地域包括ケアシステム提唱

②2008年地域包括ケア研究会報告 医療と介護と予防と住まいと生活支援

③2013年社会保障制度国民会議報告 医療と介護の一体化「地域完結」

④2016年包括ケア研究会報告：本人選択・主体：本人から見た一体的な支援
⑤2019年包括ケア研究会報告：2040年多元的な社会に向けた地域包括ケア）

○尊厳の保持、病床再編・機能分化、医療と介護の一体化、
自立支援と重度化防止、リハビリの効果に対する報酬時代＝アウトカム評価

２，２０２７年改定目標（予防・要支援の地域移行＝中重度者、医療的支援・
＊認知症支援・複合サービスへの対応、定期巡回更なる推進）
＊利益目標１０％ ベースアップ３％以上を目指す

３，２０３０年同時改定目標（利益目標）
＊利益目標１０％プラス処遇改善加算分（処遇改善加算廃止を予測して利益を出す）
＊地域の「ケア（支援：介護・生活リハ・事務等）」の標準化

４，２０４０年目標 （２０１９年包括ケア研究会報告）
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Ⅰ：竹重寺子屋 目指す姿（竹重私見）



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

１，進化する法人等 今までのやり方を変える＝利益増
①事業計画・予算編成
＊幹部（部門長等）が主体で作成はやめましょう
⇒各事業所管理者・主任と部門長が一緒に作成
＊収入のみ積算はやめましょう
⇒収入・支出・利益まで算出し、利益目標を設定する

●第１四半期終了後、事業計画・予算見直しましょう！
②毎月の収支の報告
＊収入のみ管理者・主任クラスに示していた
⇒収入・支出・利益(前月分）を示すようにする

③業務の見直しについて
＊課題があったら改善する

⇒業務改善委員会を設置し定期的に見直しを行い、法人内の標準化

２，今までと同じ対応する法人等＝利益減
13

進化する（変わる）法人・事業所・専門職＝利益増
今までと同じ対応の法人等＝利益減



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

１、法人・グループ
①組織の見直し：組織図、職務基準・権限、評価と賃金体系の見直し・見える化
②収支の見える化：現場管理者・主任・リーダークラスへ示す（収入・支出・利益）
③シームレスケア：つなぐ支援⇒医療⇒介護⇒地域、人事交流（年単位）
サービス：標準化（法人内・グループ内⇒2030年以降地域の標準化目指す）

2017年社会医療連携推進法人制度、2022年社会福祉連携推進法人制度創設

２、事業所
①尊厳の保持：入浴・排泄・食事、認知症、看取り対応等
②自立支援と重度化防止：できる・したいを応援する事業所
事業所（病院・施設等でできる ではない！生活の場（自宅・住まい系）でできるを

③シームレスケア：２４H３６５日切れ目のない専門支援と地域・生活支援

④サービスの役割を明確に！：老健・特定・特養の違い
３，専門職
①労働生産性向上で賃金アップ：法定人員に近づける 過剰な配置回避

②専門性：知識・技術アップはプロだから当たり前、利用者の視点に！
14

進化する法人・事業所・専門職（竹重私見）
報酬の差別化への具体的な対応策



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

経営者
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これまで： 多くの法人は経営者・幹部で事業計画・予算編成

これからは：管理者・主任クラスで作成し部門長等幹部へ

幹部

 管理者
 主任・リーダー

一般職

経営者

幹部

   管理者
 主任・リーダー

これまで これから

一般職

理事会・評議
理事長査定
本部査定
事業計画
予算作成

周知

●竹重が2003年度から医療法人で実践（効果）
のあった方式を提案
理事会・評議員会
理事長査定
本部査定
幹部（部門長）査定
事業計画
予算作成

管理者
主任・リーダー
の育成急務

一般職員に
事業計画・予算を

周知し、
毎月前月の経過を
知らせ課題を提起し、
改善策を一緒に考え
指示する。実践する

一般職は
事業計画も
予算（収入・支出
利益目標）も
知らされていない
取り合えず目の前の
業務をこなすだけ

やり方を変える
生産性向上

①管理者・主任リーダーが周知する
ことで、現場の不満・離職は防げます
②職員一人一人の能力アップは
説明する・理解してもらう。
③職員の不安・不満を一緒に解決する



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

アクションプランは(例）＝現場(管理者・主任）から

業務内容を改善し、

中重度者・医療的ケアの方を率先して受入れ

認知症の方を地域で支え

稼動率９０％から９５％以上を目指し

人件費比率６５％を６０％へ改善して

１０％以上の利益を目標にして

全職員の３％以上のベースアップを目指します。
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収入前年対比３％アップ！の事業計画予算は
やめましょう！



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●2009年10月処遇改善交付金 当時の政権はバラマキ（要件より配布）
を指示・・・これが生産性向上と逆行し、経営は圧迫（人件費比率増加）

●2011年内閣府が介護プロフェショナル 「キャリア段位制度創設」
しかし、給与は上がるがキャリア段位は普及せず。・・・今日まで

●2012年改定で処遇改善加算 15,000円
●2015年改定時 更に12,000円 累計27,000円
●2017年更に10,000円 処遇改善加算は 累計37,000円
●2019年10月消費税改定時 特定処遇改善加算 2階建てのしくみへ1,2万～2万円
●2022年2月ベースアップ補助金
●2022年10月加算として 9,000円相当 3階建てのしくみへ
●2024年2月ベースアップ補助金 6,000円相当 3階部分上乗せ 累計60,000円以上
●2024年6月一本化 多職種該当が課題

●要注意：介護職員が評価なしで下がる人が出てはいけない？
１，これまで：介護職は給与上がって当然！知識・技術は二の次！ ⇒間違い！
人件費比率増！ 経営実態調査 利益減 失敗だった！

２，これから：評価制度と賃金体系必須！同じ失敗は繰り返さない！
知識・技術評価＋行動・経験評価＋業績評価と賃金体系の連動
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処遇改善について：本来の趣旨を再度伝えましょう
育成（育てる・教える）と評価（自己・上司）と賃金体系への連動を必須に



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●地域連携法人（2030年へのイメージ）
１、第1段階：（事例：神奈川、愛知・茨城・福井・高知）2023年～2024年～
①小規模多機能事業所(複数）が病院・老健へ声をかける
②年3～4回開催
③改正・改定、感染症対策研修、BCP、人材育成・応援、事務の協働
④中間管理職研修・・茨城県では協働で実践・・・法人内より効果あり
２，第2段階 2024年～2027年～
①診療・介護報酬改定：感染症対応研修、BCP・虐待・拘束等指針
②事務処理の協働
③介護：キャリア段位指導者研修＝老健と小規模事業所・・標準化

高知県、愛知県等

④中間管理職：管理者・主任クラスの研修
３，第３段階 2027年～2030年～2040年へ
①本格的な地域連携推進法人への取り組み
②地域における役割分担 小さくても生き残るには強みが必要
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地域連携のイメージ 音頭を取る法人とは？

必ずしも大法人・医療・社会福祉法人とは限らない



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●地域連携法人 連携する法人・事業所が生き残る
（2030年へのイメージ）
○病院・老健等機能強化へ

○在宅：
２４時間３６５日
対応の連携
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地域連携のイメージ 音頭を取る法人とは？

必ずしも大法人・医療・社会福祉法人とは限らない

A法人
小規模多機主体
従業員20名

D法人
小規模多機能主体
従業員25名

C法人
看護小規模主体
従業員30名

②法人
老健１００床
従業員７０名

B法人
訪問看護主体
従業員10名

③法人
老健８０床
従業員６０名

①法人
病院３００床
従業員３００名

問い合わせに対し
断らない・速やかな対応



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●地域連携必須(数年後には新型感染症が？）
１、第１段階 各法人・事業所で作成及び実践・修正 ２０２３年度

とりあえず作成しましょう。出来高４０点程度
 

２，第２段階 各地域で共同開催
感染は地域(特に医療法人研修）で研修 ２０２４年度

実践しながら修正し、40点⇒50点⇒60点⇒70点・・

３，第３段階 小学校区・中学校区の事業所協働で訓練・研修
2025年以降 一緒になって取り組みましょう

４，第4段階 市区町村単位 2027年以降

20

事業継続計画（BCP）作成と定期的な実践について
とりあえず作成し、実践しながら修正を



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●ケアマネさんの意識改革と現場主体のプラン作成
＝アセスメントは現場、長期目標と短期目標も現場で案を作成
当たり前に施設で「入浴」ではありません！⇒自宅で入浴を！
車いす・おむつ・ポータブル・特浴当たり前はやめよう！

１、LIFEの評価は現場（介護職）で！
状態に合わせた１月１回、２月１回・・・３月に１回（国の最低基準）

２，「通所介護・リハ」と「小規模・定期巡回」で自宅で入浴を実現しよう！
島根県松江市の社福通所介護「自宅で「できる」「したい」を実践

３，リハ室でリハビリも大事だが、生活の場でリハビリ＝生活リハを

４，自宅（生活の場）を訪問しましょう

５，見守り・声掛け・一緒に話を１～１０まで聞いてくれる人材確保
医療・介護・福祉OBの活用法
中高年の活用を地域で提案 ⇒安曇野での動きも参照

21

「尊厳の保持」・「自立支援と重度化防止」
LIFE（科学的介護）について



22一般社団法人地域ケア総合研究所竹重俊文（２０１７）

「今後の報酬増（インセンティブ）の確保」を逆算すると・・
結果を出すには４職種が一体的に関わる
利用者の意向確認（数か月かけて）

実践
一体的に！
看護・リハビリ・
機能訓練
身体介護

結果
を
出す
（改善）
アウトカム

プラン
の統一
専門職が
共有する

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

アセス
メント

＊多職種で！

本人・家族・地
域を

１、現場で
多職種で

利用者・家族
の意向確認

２、入院・入所時
に

退院・退所後
の支援体制
確認・確保

１、多職種で

ケアプラン
+

リハプラン

２、多職種共有化

看護・リハビリ・介
護・栄養等

報
酬
増

専門職
の配置
ではなく

結果
重視

看護師・セラピ
スト・介護士

が
一体的に
関わる

特にセラピスト



あなたの現場は標準化されていますか？
～ 看護職・リハ職・介護職・ケアマネの基本技術 ～

バラバラな支援から一体的な支援とは

一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０１９

これからの報酬改定は「アウトカム（結果）評価」です！
①あなたの職場は
利用者に対しケアスタッフは統一・標準化されていますか？
車椅子での移乗介助等
②各職種が一体的な支援を

リハ職
リハ室だけ？

看護職
看護だけ？

介護職
プラン見ない
関わらない

ケア
マネ
自立支
援型プ
ラン

〇看護職
居室・生活の場での看護

〇リハ職
居室・居宅・生活でのリ
ハ：介護に関わる

〇介護職
キャリア段位レベル４

ケアマネ
抽象的な
プラン

これまでは
各職種はバラバラの支援

これから
各職種が一体的な支援

23



キャリア段位に基づく評価項目（１４８項目）
４職種（看護・リハ・介護職・ケアマネ）の共有化

＝質の向上：利用者へのコミュニケーション技法・介護基礎技術
レベル３：介護過程の展開（ケアプランへの関わり）

レベル４：地域包括ケア（地域マネジメント）・リーダーシップ

24一般社団法人地域ケア総合研究所竹重俊文（２０１６）

生産性向上＝利益アップ＝ベースアップ
アウトカム（結果）評価への対応＝法人・地域の標準化
つまり！看護・リハ・介護・ケアマネの共有化（第１段階）

看護職 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ 介護職

看護職
の

専門性

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ
の

専門性

キャリアパス
知識・技術評価、行動評価、業績評価⇒賃金表へ

（事業所・法人への貢献度等）

介護職の専門性
医療的ケア・重度者・

認知症・自立支援に向
けた機能訓練

第１段階

共有化
標準化

第２段階
専門性

第３段階
人事評価

ケアマネ

ケアマネ
の専門性
●ケアマネ
ジメント



指導者

主任・

リーダー

中堅職員

（実務５年以上）

一般職員（初級）

新人・１年未満 ①理解する②実践できる

①理解する②実践できる

①理解する②実践できる
③一般職に指導できる

①理解する②実践できる
③指導できる

①理解する②実践できる
③指導できる

レベル４

レベル４

レベル３・４

レベル２②・３

レベル２①

２０２４年度

２０２４年度

２０２４年度

２０２５年度

看護師
リハ職
介護職
ケアマネ

レベル
登録は
介護職
のみ

一般社団法人 地域ケア総合研究所（２０１７）

第１段階
2024年改定対応
（標準化）

第２段階
キャリア段位
（社会的評価）

25
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一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●ケアマネさんの意識改革と現場主体のプラン作成
＝アセスメントは現場、長期目標と短期目標も現場で案を作成
＝介護の統一:キャリア段位制度活用

１、個別援助計画は現場主体＝正職・パートが長期・短期目標（案）
による援助計画作成⇒ケアマネがチェック＝ケアプラン完成

２，管理者・ケアマネの負担減る（休日に連絡少なくなる）
職員がアセスメントしているので管理者やケアマネに問い合わせ減る

３，平均要介護度３を超えるようになった（３年前は２．３）重度者受入れ

４，利益１，２００万円：2022年・23年度決算（2020年度決算までは赤字）

５，人件費比率 ６０％切る 職員常勤換算１５．８人＝生産性向上

６，2024年以降住まいとサテライト計画（土地の確保と設計は完成）
７，個別支援手順書作成必須 ＝標準化 訪問・通い・泊り
８，利用者の軒下マップづくり ＝総合マネジメント加算１，２００単位

27

実践事例①小規模多機能型居宅介護
長野県伊那市：しなのさわやか福祉会・こまちの家



一般社団法人 地域ケア総合研究所 竹重俊文 ２０２４

●１ユニットでも利益確保
①認知症通所併用（３人）
②短期入所
③キャリア段位指導者育成＝介護標準化
④事業計画・収支明確に管理者・主任に示している
⑤管理者・主任寺子屋（２０２３年度）参加・・・制度・加算算定理解力！

●管理者・主任寺子屋から
事業所紹介の発表で・・・
加算内容を説明できない管理者が多い
食費と食材料費が理解していない

じゃやんけぽんの管理者は説明できる
食材料費の内容（朝食２３８円、昼食３７５円夕食３７５円＝９８８円
と答えられる

○食材料費の行政チェック今年はGHもあるかも（昨年の障害GH不正）

28

実践事例② 認知症対応型共同生活介護（GH）
群馬県高崎市：認定NPOじゃんけんぽん（研究所井上理事の法人）
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